
産業ＤＸの加速に向けた
現状と課題

令和４年度 第１回
「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加速」に関する万国津梁会議

日 時 ： 令和４年８月29日（月）14:00～
場 所 ： 県庁６階第１特別会議室
担当課 ： 沖縄県 商工労働部 情報産業振興課



○テーマ設定の理由
①県では、「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」及び「おきなわSmart産業ビジョン」
に基づき、県内ＩＴ産業の高度化を図りつつ、ＩＴ産業が他産業のＤＸをサポート
することで、産業ＤＸを促進したいと考えている。
②令和２、３年度の「稼ぐ力」に関する万国津梁会議では、ＤＸ推進の必要性が
示されている。

○県内産業における課題
【ＩＴ産業】
ＤＸに係るコンサルティング能力の不足 など

【他産業】
ＤＸ推進人材の不足、ＩＴ投資資金の不足、経営者等の理解不足 など

（１）テーマの設定理由
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ResorTech Okinawa
推進事業

など

沖縄DX促進支援事業
など

DX人材養成事業
など

データ活用プラット
フォーム構築事業

など

沖縄県の施策展開
１．企業ＤＸの普及啓発啓 ２．ＤＸの支援体制の充実 ３.多様なＤＸ推進人材の育成 ４.データ活用基盤の構築

・ＤＸの普及啓発、気運の醸
成
・リゾテックおきなわの取組
拡大
・取組事例や支援制度の紹介
・ＤＸ推進パートナーシップ
制度の創設

・企業ＤＸのスタートアップ
支援

・企業ＤＸをサポートする
情報通信関連企業の育成

・企業間連携や分野横断的な
ＤＸの促進

・ＤＸ人材の養成
・企業や業界におけるデジタ
ルリテラシー強化

・産学官連携によるデータ活
用スペシャリストの養成

・職業能力開発校における
カリキュラム導入や学び直
し促進

・未来のデジタル人材養成

・官民データのオープン化の
推進
・企業間・業界横断的な
データ連携・活用の促進
・データ活用プラットフォー
ムの構築
・データ活用人材の育成

しかし、産業ＤＸ化には時間がかかっており、
「これを如何に加速することができるか」が、本会議のテーマである。

（２）県のＤＸ関連事業の概要
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DXとは・・・

「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、

データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズをもとに、

製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、

業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること。」

引用元：DX推進ガイドライン（経済産業省）

（３）県内産業のＤＸの実態
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ＤＸは、単なるＩＴ化と違い

質的な変化をもたらすことを

目的としている。

DXの構造と対応するITサービスの分類

DX：デジタルトランスフォーメーション
組織・企業横断的であり全体の業務・製造プロセス
のデジタル化、 “顧客起点の価値創出”のための事業
やビジネスモデルの変革

DTZ：デジタイゼーション
（Digitization）

アナログ・物理データのデジタルデータ化

DTLZ：デジタライゼーション
（Digitalization）

個別の業務・製造プロセスのデジタル化

クラウドプラットフォーム化、
マルチクラウド化

(コミュニケーションと
コラボレーションが中心)

デジタルデータ化
（判子なし、FAXなし、IoT、

OCRなど）

デジタルシフト（IT化の延長）

モノリスから
マイクロサービス化

（AI、API、RPAなど）

（３）県内産業のＤＸの実態
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● 沖縄ではＤＸの認知が進んでいない。

（３）県内産業のＤＸの実態
令和４年度 沖縄DX促進支援事業
「経営改革に関する経営者向け意識調査」より
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● DTLZとDTZに取り組む県内企業（1/4から半数程度）は、ＤＸに取り組む企業よりも多い。
● 沖縄でDXに向けた取組を実施している企業は少なく、体制も整っていない（10%以下）。

（３）県内産業のＤＸの実態
令和４年度 沖縄DX促進支援事業
「経営改革に関する経営者向け意識調査」より
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● 沖縄でＤＸに向けた取組が少数である理由は、「DXの意味がわからない（5割程度）、人がいない、
進め方がわからない、投資効果がわからない」。

（３）県内産業のＤＸの実態
令和４年度 沖縄DX促進支援事業
「経営改革に関する経営者向け意識調査」より
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● 少数であるがＤＸに向けた取組を実施している会社では、7割が効果をあげており、「やれば良さ
がわかる」 。

（３）県内産業のＤＸの実態
令和４年度 沖縄DX促進支援事業
「経営改革に関する経営者向け意識調査」より
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課 題 認 識

１．意味がわからない・やり方がわからない問題

：ＤＸ啓蒙のポイントは、意味を正しく伝え、進め方のステップがわかること。

→ 沖縄でDX啓蒙活動に使う共通のコンセプト（説明モデル）を考えてはどうか？

２．良さがわからない問題：経験による投資効果の実感が大事では？

→ 少ない投資でＤＸをスタートするプランのキャンペーンを推進してはどうか？

３．人がいない問題：ＤＸを始めるポイントは、人材確保

→ 育成は必須だが時間がかかるので、人材斡旋・人的交流を促進してはどうか？

→ 企業・産業間連携を推進するDXスーパーバイザー役を登用してはどうか？

（４）課題認識と想定される論点等
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産業ＤＸ推進にあたっては、企業ごとの個別推進プランの策定が必要ですが、ＤＸを推進しようとする

多くの企業にとっての共通の課題がある。そこで、民間企業が産業ＤＸを加速させるためにクリアーしな

くてはならない課題をとりあげ、必要な取組を検討し、対策を練る必要がある。

想定される論点等

論点① ［沖縄でDX啓蒙活動に使う共通の説明モデル］

民間の具体的な取組を考える上での課題

論点④ ［ＤＸの加速後にやってくるもの：県内産業の再構築］

論点③ ［ＤＸ人材の人材斡旋・人的交流］

論点② ［少ない投資でＤＸをスタートするプランのキャンペーン］

（４）課題認識と想定される論点等
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● GIGAは「Global and Innovation 

Gateway for All」の略で、「沖縄

のすべての島々の会社にグローバル

で革新的な扉を」という意味

● クラウドプラットフォームの普及を

メインに考え、その上に独自の連携

サービスを構築する。

● 文科省GIGAスクール構想の沖縄中

小企業版として捉える。

● そのためGIGAスクール構想で使わ

れているICT導入のための教育モデ

ル「SAMR（セイマ−）」を中小企

業導入モデルに応用する。

論点① ［沖縄でDX啓蒙活動に使う共通の説明モデル］
沖縄GIGAカンパニーモデル（仮称）

沖縄の島のすみずみまでDXを行き渡らせ、

中小企業がクラウドプラットフォーム上

で連携して、新しい働き方や新しい価値

を創造するための沖縄独自のアプローチ

中小企業の産業ＤＸの実効性を高めるための沖縄GIGAカンパニー構想
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※各段階（例）は一例であり、前後の段階においても行われることがある。ただし、各段階の働き方の質には差異がある。

沖縄GIGAカンパニー構想とSAMRモデル論点① ［沖縄でDX啓蒙活動に使う共通の説明モデル］
沖縄GIGAカンパニーモデル（仮称）

（例）作業中心
電子メールの導入
書類のデジタル化
判子のデジタル化
FAXからメールへの移行
経理処理システム導入

（例）業務中心
一部門に業務専用システムの
導入（POSレジ、ホテル予約、
電子カルテなど）。OSの機能
としてファイル共有を行う。
データの様式は個別バラバラ。

（例）目標のある仕事中心

クラウドプラットフォーム導
入しコミュニケーションツー
ルの利用(チャット等)し、自社
内で部署を超えてデータを統
一・蓄積し協調作業を行う

（例）協働中心
マルチクラウド上でデータが
蓄積され、会社を超えた仕事
の連携が進み、新しい働き方
や価値が生み出される（オー
プンデータ・シビックテッ
ク）

外注・パッケージ活用 内製化・グループ活用会社が活用の指示➡活用場面を従業員と考える➡活用場面を従業員が決める

情報セキュリティー デジタルシチズンシップ会社規範・他律的・同一・自制 ➡➡➡ 行動規範・自律的・多様・活用

Digitization Digitalization Digital Transformation

Substitution Augmentation Modification Redefinition
【代替】 【増強】 【変革】 【再定義】

デジタルの特性が
まだ発揮されない状態

デジタル活用経験や
業務スキルが蓄積

意思疎通の変容で仕事
への考え方が変わる

社会にひらかれた活用

目的：効率化で稼ぐ

デジタルデータ化 モノリスからマイクロサービス化 クラウドプラットフォーム化

アナログでできたこ
とをデジタルで代用
★紙でもできる活用にとど
まる

デジタルの特性を生か
して働き方を増大
★デジタルの利用により付加価
値が加わる

意思疎通が変容し新た
な働き方の実践へ
★デジタルの個別最適な働き方
や協働的な業務の実現に近づく

実社会の課題解決や新
たな価値の創造
★実社会の課題解決や新たな価
値を創造する

GIGAスクール構想で使われているICT導入のための教育モデルSAMRを中小企業への導入モデルに応用する。

目的：高収益化で稼ぐ 目的：効果的に稼ぐ 目的：価値創造で稼ぐ

マルチクラウド化
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※高価なIT投資を
させるシナリオ

中小企業には困難であり、人もいない

論点② ［少ない投資でＤＸをスタートするプランのキャンペーン］
クラウドプラットフォームファースト（CPFキャンペーン）

経済産業省のシナリオ

※DXの認知・理解が、
ほとんど進んでいない。

大きな壁 17



DTZ
DTLZ

DX

最
初

※ノウハウは社内に蓄積

DXファースト

論点② ［少ない投資でＤＸをスタートするプランのキャンペーン］
クラウドプラットフォームファースト（CPFキャンペーン）

大きな壁

最初に、DXの「デジタルプラットフォームの形成」
から始める必要があるのではないか？
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論点③ ［ＤＸ人材の配置］
ＤＸ人材の斡旋・人的交流

ノウハウを社内に蓄積するUSとSIerに依存する日本。SIerの存在がDX導入を遅くしている？

https://ubv.vc/en/contents/trends/system-integrators/

※DXはノウハウを内製化する経営方針が大事

県内IT業界が県内企業のＤＸ内製化を支援（採用支援、人材斡旋、人材交流）
してはどうか？

日本はDXノウハウの内製化が必要？

19



〇 DXスーパーバイザーは、DXを推進

する企業にとっての推進本部機能を

強化する役割を果たすことになる。

〇 同時に企業横断的・産業横断的なＤ

Ｘを構築運用するためにDXスーパ

ーバイザーは欠かせない存在となり、

企業や産業間のDX連携を実現する

ための調整・推進役としての役割を

担う。下
支
え

稼がせる仕組みの構築

産業DX推進機能

稼ぐ力
アップ

推進本部機能

DXの実効性を高める

沖縄の全産業

各企業
DX

チーム

S
V

経営指導・データ分析・
DXSVの育成等

各企業
DX

チーム

S
V

各企業
DX

チーム

S
V

DXスーパーバイザーを各企業に派遣するという仕組みをつくる

ISCOがDXスーパーバイザー役
を担ってはどうか？

論点③ ［ＤＸ人材の配置］
ＤＸ人材の斡旋・人的交流
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ＤＸの加速後の未来を議論し、我々が向かうゴール（質的変化）の
可能性の広がりを認識・共有すべきではないか？

［1］例えば、ＤＸの加速により、沖縄の「観光」は、どう変わってゆくか？
注）以下は、議論のきっかけを提供するための、空想です。

〇 旅マエに観光をリアルにシミュレーションし、旅アトに旅の記憶がリアルに再現され、

次の旅のオススメ候補が提案される観光サービス

〇 レンタカーとタクシーの区別が無くなる、観光地での自動運転サービス

〇 ロボット従業員しかいないホテル。

逆に従業員がAIを駆使し、徹底した人による個別最適型おもてなしを提供するホテル

〇 ワーケーション型の宿泊ホテルからはじまり、

職場機能とリゾート利用機能を徹底的に兼ね備えた自宅のようなホテルへ。

自宅のようなホテルに泊まる（住む）ことで、沖縄移住と沖縄出張の区別があいまいになる。

〇 ネットで沖縄を楽しむ月額サービスが大流行し、リアル観光から得られる沖縄の売上・利益を上回る。

本格的なＤＸの加速後に、沖縄の主要産業においてイノベーションが起き、
産業の再構築・再定義が訪れる。

論点④ ［ＤＸの加速後にやってくるもの：県内産業の再構築］
県内主要産業に質的変化が訪れる未来がゴール

［2］ＤＸの加速により、情報通信産業も変わってゆくであろう。
〇 多くの業種・企業でのＩＴ内製化が進み、ノーコード・ローコードの普及、

AI等の技術のさらなる革新などの変化に伴い、情報通信産業に期待される役割が大きく変化してゆく。

〇 システム開発・運用の外注・請負は縮小し、県内ＩＴ企業もビジネスモデルの見直しが求められる。
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